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公  告 
 

長崎県有財産の売却 
 

下記県有財産を一般競争入札により売り払いますので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条

の６及び長崎県財務規則（昭和 39年長崎県規則第23号）第 93条の規定に基づき公告します。 

 

令和７年１月１４日 

 

長崎県知事 大石 賢吾 

 

１ 売却する物件 

物件 

番号 
財産の名称 所在及び地番 区分 

種目 

構造 

面 積 

(㎡) 
地域・地区 

最低売却価格 

（円） 

R06地づ01 佐世保商業

高 等 学 校 

公舎 

佐世保市 

横尾町 

77番 2 

土地 

建物 

宅地 

コンクリ

ートブロ

ック造陸

屋根 2 階

建 

225.30 

114.48 

用途： 第１種住

居地域 

建蔽率：指定60％

（基準 60%） 

容積率：指定

200％（基準160%） 

5,463,000 

R06住01 旧県営住宅

滑 石 団 地

4-2棟 

長崎市 

滑石三丁目 

440番87、 

440番88、 

440番89、 

440番90、 

542番30、 

542番31 

土地 

建物 

宅地 

鉄筋コン

クリート

造陸屋根 

4階建 

3,969.02 

1,338.24 

用途：第１種低層

住居専用地域 

建蔽率： 50％ 

容積率：100％ 

95,150,000 

R06用地01 旧用地基金

保有地 

（長崎市平

山町） 

長崎市 

平山町 

369番 2 

土地 

 

雑種地 

 
425.54 

用途：第 1種中高

層住居専用地域 

建蔽率： 60％ 

容積率：200％ 

7,110,000 

R06用地02 旧用地基金

保有地 

（島原市大

手原町） 

島原市 

大手原町 

甲2236番2、 

甲2236番7 

土地 

 

宅地 

 
224.92 

用途：近隣商業地

域及び第１種住

居地域 

建蔽率：97.8％ 

容積率：200％ 

6,370,000 

R06教環03 大村城南高

校 公舎 

大村市 

久原一丁目 

19番5 

土地 

建物 

宅地 

木造瓦葺

平家建 

406.40 

85.23 

用途：第１種住居

地域 

建蔽率： 60％ 

容積率：200％ 

5,370,000 

R06教環04 鶴南特別支

援学校 公

舎 

長崎市 

高浜町 

字宮ノ前 

3992番3 

土地 宅地 
401.02 

用途：指定なし  

建蔽率：指定なし 

容積率：指定なし 

2,900,000 

R06教環05 上五島高校

寄宿舎 

南松浦郡 

新上五島町 

浦桑郷字細間 

155番5、 

土地 

建物 

宅地 

鉄筋コン

クリート

造陸屋根 

2,111.33 

1,283.98 

用途：指定なし  

建蔽率：指定なし 

容積率：指定なし 

5,832,000 
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155番6 3階建 

※ 最低売却価格とは、あらかじめ長崎県が定めた予定価格で、これを下回る価格では売却できません。 

 

◎ 売却物件に関するお問い合わせ先 

物件番号：R06地づ01 長崎県地域振興部 地域づくり推進課 UIターン・関係人口班 

電話（０９５）８９５－２２４２（直通） 

物件番号：R06住01  長崎県土木部 住宅課 住環境整備班 

電話（０９５）８９４－３１０４（直通） 

物件番号：R06用地01、02 長崎県土木部 用地課 調整・管理班 

電話（０９５）８９４－３１２１（直通） 

物件番号：R06教環03～05 長崎県教育庁 教育環境整備課 県立学校施設班 

電話（０９５）８９４－３３２５（直通） 

 

２ 競争入札参加資格 

  １ どなたでも参加できます。ただし、次の方は入札に参加できません。 

(1) 地方自治法施行令第 167条の４第１項各号のいずれかに該当する者。なお、被補助人又は被保佐人であ

って、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同項第１号の規定に該当しない者である。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者のうち、３年を限度と

して知事が定める期間を経過しない者又はその者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人とし

て使用する者。 

(3) 長崎県暴力団排除条例（平成 23年長崎県条例第 47号。以下同じ。）第33条第 7項の規定に該当する者。 

(4) この公告の日から６の(4)の開札（入札確定）日時までの間において、長崎県が行う各種契約等からの

暴力団等排除要綱に基づき排除措置を受けている者又は受けることが明らかである者。 

(5) ＫＳＩ官公庁オークション利用規約に定められている利用資格を有さない者。 

 

３ 一般競争入札の参加申し込み等に関する事項 

(1) 参加仮申し込み 

一般競争入札に参加しようとする者は、下記に示す期間にＫＳＩ官公庁オークションのサイトにおいて、

提供される公有財産売却システム（以下「公有財産売却システム」という）により参加仮申し込みの手続き

を行ってください。（ＫＳＩ官公庁オークション https://kankocho.jp ） 

なお、代理人による公有財産売却への参加はできません。 

参加仮申込期間：令和７年１月１５日（水）１３：００～令和７年２月４日（火）１４：００まで 

(2) 参加申し込み（本申し込み） 

公有財産売却システムにより仮申し込みを行った後、長崎県のホームページより「公有財産売却一般競争

入札参加申込書兼入札保証金返還請求書兼口座振替依頼書」を印刷し、必要事項を記入・押印後、印鑑登録

証明書（印鑑証明書）及び誓約書を1通添付のうえ、令和７年２月４日（火）１７：００までに長崎県管財

課に持参または郵送（簡易書留）してください。なお、共有名義で申し込まれる場合は、共有合意書（様式

第10号）及び共有者全員の印鑑証明書を添付してください。 

※郵送(簡易書留)の場合は令和７年２月４日（火）の消印有効 

（送付先） 〒８５０－８５７０ 長崎市尾上町３番１号 

長崎県総務部管財課財産活用班  宛 

「県有財産売却一般競争入札参加申込書在中」 

 

４ 入札保証金に関する事項 

(1) 入札に参加しようとする者は、長崎県が定めた入札保証金を指定された納付方法（参加申し込み後にお

知らせします。）により、令和７年２月１２日（水）１５：００までに納付しなければならない。 

https://kankocho.jp/
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(2) 落札者の納付した入札保証金は、本人の申し出により契約保証金に充当することができる。 

(3) 入札保証金は、落札者を除き入札期間終了後還付する。ただし、落札者には、契約締結しない場合を除

き契約締結後に還付する（申請により契約保証金に充当する場合を除く）。 

 

５ 長崎県インターネット公有財産売却ガイドライン及び契約条項を示す場所及び期間 

(1) 場 所 

長崎県長崎市尾上町３番１号  長崎県総務部管財課 

(2) 期 間 

令和７年１月１４日（火）から令和７年２月４日（火）（ただし、長崎県の休日を定める条例(平成元

年長崎県条例第43号)第１条第1項に規定する休日を除く）までの９：００から１７：００まで。ただ

し、令和７年２月４日（火）にあっては１４：００までとする。 

 

６ 現地説明、入札の場所及び期間 

(1) 現地説明会 

実施しません。事前に入札物件をご自身で確認し、現況及び諸規制に熟知したうえで入札してください。 

(2) 入札の場所 

公有財産売却システムによる。 

(3) 入札期間 

令和７年２月１８日（火）１３：００から令和７年２月２５日（火）１３：００まで。 

(4) 開札（入札確定）日時 

令和７年２月２７日（木）１７：００ 

 

７ 入札の方法 

公有財産売却システムにより入札価格を登録する。なお、この登録は、１回に限り行うことができる。 

※郵送による入札書の提出は認めない。 

 

８ 契約及び契約保証金に関する事項 

落札者は、令和７年３月５日（水）までに契約を締結するとともに、長崎県が定めた契約保証金を納付し

なければならない。 

９ 売払代金に関する事項 

契約を締結したものは、当該契約締結の日から３０日以内に長崎県が交付する納入通知書により、当該契

約に係る売払代金を納付しなければならない。 

 

10 入札の無効 

次に掲げる場合は、その入札は無効とする。 

(1) 公告に示した競争入札参加資格のない者及び競争入札参加資格の確認について虚偽の申請を行った

者が入札したとき。 

(2) 入札者が法令の規定に違反したとき。 

(3) 入札者が連合して入札したとき。 

(4) 入札者が入札に際して不正の行為をしたとき。 

(5) 入札者が他人の代理を兼ね、又は２人以上の代理をしたとき。 

(6) 入札者が契約担任者の定めた入札条件に違反したとき。 

(7) 入札者の納付した入札保証金が所定の額に達しないとき。 

(8) 入札者が同一物件に対し２以上の入札をしたとき。 

(9)  資格を受けた者が行った入札であっても、入札日において、長崎県が行う各種契約等からの暴力団等

排除要綱に基づき排除措置を受けたとき。 

(10) 入札者が長崎県インターネット公有財産売却ガイドラインに違反したとき。 
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11 落札者の決定方法 

入札期間終了後、長崎県は開札を行い、売却区分（公有財産売却の財産の出品区分）ごとに、公有財産売

却システムによる入札において入札価格が予定価格（最低売却価格）以上で、かつ最高価格である入札者を

落札者として決定する。 

ただし、入札価格が最高価格である入札者が複数ある場合は、くじ（自動抽選）により落札者を決定する。 

 

12 落札決定の取消 

   落札者が落札決定から契約締結日までの間において、長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除要綱に

基づき排除措置を受けた場合、落札決定を取り消すこととする。 

 

13 契約条件 

入札の物件については、契約書において売買契約締結の日から５年間、次に掲げる制限を付します。 

① 落札者は，売買物件を長崎県暴力団排除条例（平成 23年長崎県条例第47号）第２条第３号に定める暴

力団事務所の用に供し、又は供させてはならない。 

② 落札者は，売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）

第２条第１項に定める風俗営業及び同法第２条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これに類する

業の用に供し、又は供させてはならない。 

(注) 上記①又は②の条件に違反した場合は、売買代金の３割に相当する金額を違約金として長崎県に支払

わなければならない。 

 

14 その他注意事項 

(1) 売却物件の地下埋設物調査、地盤調査及び土壌調査は行っておりません。 

(2) 契約に関する費用、所有権移転登記に要する費用等は落札者の負担とします。 

(3) 入札及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本通貨とします。 

 

15 この公告に関するお問い合わせ先 

長崎県総務部管財課財産活用班 

電話番号 ０９５－８９５－２１８６ 

〒850-8570 長崎県長崎市尾上町３番１号 

 

（参 考） 

【地方自治法施行令第１６７条の４】 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいず

れかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められ

るときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を

代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に

関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しく

は不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げ

たとき。 
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五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基

づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結

又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

 

【地方自治法第２３４条の２第１項 抜粋】 

普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約を締結

した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確

保するため又はその受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において

行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査を

しなければならない。 

 

【長崎県暴力団排除条例 抜粋】 

（公表等） 

第３３条 

７ 知事は、第３１条第２項の勧告又は同条第３項の規定による契約解除の要求を受けた者が、正当な理由

がなく当該勧告等に従わないときは、規則で定めるところにより、相当の期間を定めて県が行う入札に参

加させないこと等の必要な措置を講ずることができる。 

 

【長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除要綱 抜粋】 

（各種契約等からの排除措置） 

第４条 知事は、法人等（有資格者等を含む。以下同じ。）が別表１に掲げる措置要件のいずれかに該当す

ると認めるときは、審査会の審議を経て、各該当要件に定められた期間、当該法人等を県が行う各種契約

等から排除する措置を行うものとする。 

２ 前項の措置を行った場合は、「長崎県不当要求行為対策要綱」に定める不当要求行為対策委員会に報告

するものとする。 

（各種契約等からの排除措置の公表） 

第５条 知事は、法人等に対し各種契約等からの排除措置を講じたときは、これを公表するものとする。 

（法人等への通知） 

第６条 知事は、各種契約等からの排除措置を講じたときは、当該法人等に対しその旨を別紙様式１により

通知するものとする。 

（一般競争入札からの排除） 

第７条 契約担任者は、一般競争入札を行うに当たり、各種契約等からの排除措置を受けている法人等の入

札参加を認めてはならない。 

２ 契約担任者は、入札参加を認められた法人等が契約の締結までの間に各種契約等からの排除措置を受け

たときは、その者の入札参加資格を取り消し、又は契約の締結を行わないものとする。 

３ 前項の規定に定める措置は、予め入札公告において周知するものとする。 

４ 契約担任者は、前２項の規定により入札参加資格を取り消したときは、入札参加資格を取り消した相手

に通知するものとする。 
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別表１ 

措  置  要  件 期      間 

１ 法人等が、暴力団等である場合又は暴力団等が法人等

の経営に事実上参加していると認められるとき。 

通知日から６か月以上１２か月以内、

かつ当該措置要件に該当しないことが

確認できるまで。 

２ 法人等が、業務に関し、不正に財産上の利益を得る目

的、又は第三者に損害を与える目的で暴力団等を利用し

たと認められるとき。 

通知日から２か月以上６か月以内、か

つ当該措置要件に該当しないことが確

認できるまで。 

３ 法人等が、いかなる名義を持ってするかを問わず、暴

力団等に対して、金銭・物品その他財産上の利益を不当

に与えたと認められるとき。 

通知日から２か月以上６か月以内、か

つ当該措置要件に該当しないことが確

認できるまで。 

４ 法人等が、暴力団等と社会的に非難される関係を有し

ていると認められるとき。 

通知日から２か月以上６か月以内、か

つ当該措置要件に該当しないことが確

認できるまで。 

５ 法人等が、暴力団等が経営若しくは運営に実質的に関

与している者又は４に該当する者であることを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

通知日から２か月以上６か月以内、か

つ当該措置要件に該当しないことが確

認できるまで。 

６ 有資格者等が、暴力団等から不当要求を受けたにもか

かわらず、警察へ届け出なかったとき。 

通知日から２か月以上４か月以内。 

７ 県との契約に関し、有資格者等が、暴力団等から不当

要求を受けたにもかかわらず、警察に届出をせず、かつ

県へ報告しなかったとき。 

通知日から２か月以上４か月以内。 

 

 

 

 


